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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

２ 【事業の内容】 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社の異動については、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表」の「連結の範囲又は持分法

適用の範囲の変更」に記載のとおりであります。 

回次 
第72期 

第３四半期 
連結累計期間 

第73期 
第３四半期 
連結累計期間 

第72期 

会計期間 
自  平成25年４月１日
至  平成25年12月31日

自  平成26年４月１日 
至  平成26年12月31日 

自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日

売上高 (百万円) 28,385 29,843 39,184 

経常利益 (百万円) 2,531 2,756 3,445 

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,673 1,763 2,340 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 2,180 2,355 2,688 

純資産額 (百万円) 27,532 29,786 27,968 

総資産額 (百万円) 44,167 46,746 44,423 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 

(円) 40.40 42.60 56.51 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ─ ― ― 

自己資本比率 (％) 62.0 63.4 62.7 

回次 
第72期 

第３四半期 
連結会計期間 

第73期 
第３四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自  平成25年10月１日
至  平成25年12月31日

自  平成26年10月１日 
至  平成26年12月31日 

１株当たり四半期純利益金額 (円) 13.22 15.59 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【事業等のリスク】 

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。 

(1) 業績の状況 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動もあり、先行き

の不透明な状況で推移いたしました。当社グループの属しておりますステンレス業界は、主原料であるニッケル価

格の円安による上昇また電力料など諸経費の値上がりに対応すべく、前期末より製品価格の値戻しを進めてまいり

ました。 

このような状況下におきまして、当社グループの当第３四半期連結累計期間における売上高は、製品価格の上昇

などにより298億43百万円(前年同四半期連結累計期間比5.1％増)となりました。収益面におきましては、製品価格

の上昇、材料価格上昇に伴う在庫評価の好転、円安による為替差益などにより営業利益は25億43百万円(前年同四半

期連結累計期間比6.0％増)、経常利益は27億56百万円(前年同四半期連結累計期間比8.9％増)、四半期純利益は17億

63百万円(前年同四半期連結累計期間比5.4％増)となりました。  

売上高を部門別にみてまいりますと、 

ステンレス管部門では、自動車用は微増でしたが、配管用の健闘により売上高は138億38百万円(前年同四半期連

結累計期間比5.1％増)となりました。 

ステンレス条鋼部門では、売価の改善により売上高は82億78百万円(前年同四半期連結累計期間比4.1％増)となり

ました。 

ステンレス加工品部門では、ガス機器用は好調でしたが家庭用金物製品は消費税率引き上げの影響から

抜け切れず不振で、売上高は16億69百万円(前年同四半期連結累計期間比5.8％減)となりました。 

鋼管部門では、建設仮設材用が好調を維持しているため売上高は37億74百万円(前年同四半期連結累計期間比

13.3％増)となりました。 

その他部門では、パイプ切断機と自転車の販売は好調であったため売上高は22億82百万円(前年同四半期連結累計

期間比5.6％増)となりました。 

(注) １. 報告セグメントが１つでありますので製品部門別に区分して記載しております。 

２. 上記金額には消費税等を含めておりません。
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(2) 財政状態の分析 

当社グループの当第３四半期連結会計期間末の総資産は467億46百万円となり、前連結会計年度末に比べて23億23

百万円増加いたしました。総資産の増減の主なものは、受取手形及び売掛金の減少１億53百万円、たな卸資産の増

加16億18百万円、有形固定資産の増加10億13百万円などであります。負債の部の増減の主なものは、支払手形及び

買掛金の増加12億86百万円、短期借入金の減少５億92百万円、未払法人税等の減少５億25百万円、長期借入金の増

加３億37百万円などであります。 

当第３四半期連結会計期間末の純資産は297億86百万円となり、前連結会計年度末に比べて18億18百万円増加いた

しました。これは、利益剰余金が12億29百万円増加したことに加え、その他の包括利益累計額が５億92百万円増加

したことなどによるものであります。これらの結果、自己資本比率は前連結会計年度末に比べて0.7ポイント上昇

し、63.4％となりました。 

  

(3) 研究開発活動 

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は43百万円であります。 

なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 127,662,000 

計 127,662,000 
 

種類 
第３四半期会計期間
末現在発行数(株) 
(平成26年12月31日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成27年２月10日)

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 

取引業協会名 
内容 

普通株式 41,407,404 41,407,404 東京証券取引所市場第一部 
単元株式数は1,000
株であります。 

計 41,407,404 41,407,404 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高 
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成26年12月31日 ─ 41,407 ─ 7,360 ─ 7,705 
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(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成26年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。 

  

① 【発行済株式】 

  

② 【自己株式等】 

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

 

      平成26年12月31日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 
普通株式 

4,000 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

41,124,000 
41,124 ― 

単元未満株式 
普通株式 

279,404 
― ― 

発行済株式総数 41,407,404 ― ― 

総株主の議決権 ― 41,124 ― 
 

    平成26年12月31日現在 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義 
所有株式数

(株) 

他人名義 
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数 
に対する所有 

株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
モリ工業株式会社 

大阪府河内長野市 
楠町東1615番地 

4,000 ― 4,000 0.01 

計 ― 4,000 ― 4,000 0.01 
 

　　　－ 6 －



第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円) 

前連結会計年度 
(平成26年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成26年12月31日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 2,199 2,115 

受取手形及び売掛金 12,800 ※1  12,647 

たな卸資産 8,593 10,211 

その他 659 528 

貸倒引当金 △21 △14 

流動資産合計 24,231 25,489 

固定資産 

有形固定資産 

土地 7,678 7,886 

その他（純額） 7,387 8,193 

有形固定資産合計 15,066 16,079 

無形固定資産 

その他 26 25 

  無形固定資産合計 26 25 

投資その他の資産 

その他 5,108 5,161 

貸倒引当金 △8 △8 

投資その他の資産合計 5,099 5,152 

固定資産合計 20,192 21,257 

  資産合計 44,423 46,746 

負債の部 

流動負債 

支払手形及び買掛金 7,740 ※1  9,026 

短期借入金 1,611 1,019 

未払法人税等 791 266 

引当金 399 144 

その他 1,534 ※1  2,128 

流動負債合計 12,078 12,584 

固定負債 

長期借入金 1,800 2,137 

役員退職慰労引当金 396 375 

退職給付に係る負債 1,259 1,064 

長期リース資産減損勘定 577 410 

その他 342 387 

固定負債合計 4,376 4,375 

負債合計 16,454 16,960 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 7,360 7,360 

    資本剰余金 7,705 7,705 

    利益剰余金 11,882 13,111 

    自己株式 △0 △3 

    株主資本合計 26,948 28,174 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 551 848 

    為替換算調整勘定 403 677 

    退職給付に係る調整累計額 △71 △49 

    その他の包括利益累計額合計 884 1,476 

  少数株主持分 136 135 

  純資産合計 27,968 29,786 

負債純資産合計 44,423 46,746 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

  

 

                      (単位：百万円) 

                    前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

売上高 28,385 29,843 

売上原価 21,853 23,137 

売上総利益 6,532 6,706 

販売費及び一般管理費 4,133 4,162 

営業利益 2,399 2,543 

営業外収益     

  受取利息 4 2 

  受取配当金 53 42 

  持分法による投資利益 81 13 

  為替差益 41 194 

  その他 35 34 

  営業外収益合計 216 287 

営業外費用     

  支払利息 33 25 

  売上割引 33 34 

  その他 17 13 

  営業外費用合計 84 74 

経常利益 2,531 2,756 

特別利益     

  固定資産売却益 - 27 

  投資有価証券売却益 0 19 

  特別利益合計 0 46 

特別損失     

  固定資産除却損 2 44 

  投資有価証券売却損 - 0 

  特別損失合計 2 44 

税金等調整前四半期純利益 2,529 2,758 

法人税、住民税及び事業税 721 780 

法人税等調整額 146 235 

法人税等合計 867 1,015 

少数株主損益調整前四半期純利益 1,662 1,742 

少数株主損失（△） △11 △21 

四半期純利益 1,673 1,763 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

  

 

                      (単位：百万円) 

                    前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 1,662 1,742 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 357 296 

  為替換算調整勘定 162 206 

  退職給付に係る調整額 - 21 

  持分法適用会社に対する持分相当額 △2 88 

  その他の包括利益合計 518 612 

四半期包括利益 2,180 2,355 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 2,175 2,356 

  少数株主に係る四半期包括利益 4 △0 
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【注記事項】 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更) 

(会計方針の変更等) 

(四半期連結貸借対照表関係) 

※１  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。 

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高から除かれております。 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。 

当第３四半期連結累計期間 
(自  平成26年４月１日  至  平成26年12月31日) 

（持分法適用の範囲の重要な変更） 

前連結会計年度において持分法非適用の関連会社であったＰＭＭ ＰＩＰＥ株式会社は、重要性が増したことに

より、第１四半期連結会計期間より持分法の適用の範囲に含めております。 

当第３四半期連結累計期間 
(自  平成26年４月１日  至  平成26年12月31日) 

（会計方針の変更） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の

決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定

する方法から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する

方法へ変更いたしました。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。 

この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が172百万円増加し、利益剰余金が112百万

円減少しております。また、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は

それぞれ３百万円増加しております。 

前連結会計年度 
(平成26年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成26年12月31日) 

受取手形 ―百万円 503百万円 

支払手形 ― 596 

その他（設備関係支払手形） ― 7 

前第３四半期連結累計期間 
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年12月31日) 

減価償却費 572百万円 687百万円 
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(株主資本等関係) 

前第３四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年12月31日) 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年12月31日) 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

  

(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年12月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

    報告セグメントが１つのため記載を省略しております。 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項) 

    報告セグメントが１つのため記載を省略しております。 

  

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年12月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

    報告セグメントが１つのため記載を省略しております。 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項) 

    報告セグメントが１つのため記載を省略しております。 

  

 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 207 5.00 平成25年３月31日 平成25年６月27日 利益剰余金 

平成25年10月31日 
取締役会 

普通株式 207 5.00 平成25年９月30日 平成25年12月２日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 207 5.00 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金 

平成26年10月31日 
取締役会 

普通株式 207 5.00 平成26年９月30日 平成26年12月１日 利益剰余金 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ 【その他】 

第73期(平成26年４月１日から平成27年３月31日まで)中間配当については、平成26年10月31日開催の取締役会にお

いて、平成26年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

① 配当金の総額 207百万円 

② １株当たりの金額 5円00銭 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成26年12月１日 

項目 
前第３四半期連結累計期間 
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年12月31日) 

１株当たり四半期純利益金額 40円40銭  42円60銭 

(算定上の基礎) 

四半期純利益金額 (百万円) 1,673 1,763 

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ─ ― 

普通株式に係る四半期純利益金額 (百万円) 1,673 1,763 

普通株式の期中平均株式数 (株) 41,422,760 41,403,722 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成27年２月10日

モリ工業株式会社 

取締役会  御中 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているモリ工業株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、モリ工業株式会社及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

 公認会計士 坂 井 俊 介 ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

 公認会計士 大 谷 智 英 ㊞ 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長 森 宏明は、当社の第73期第３四半期（自  平成26年10月１日  至  平成26年12月31日）の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

 

　　　－ 20 －


	表紙目次201412
	HTMLOutput
	確認書
	空白ページ
	空白ページ



